
 

平成 22 年度 北広島市政策評価実施要領 
 

 

１ 基本的な方針 

 平成 22 年度は、政策評価導入後 8 年目を迎えることから、「政策評価を活用した施策・

事務事業の選択、重点化」を基本に、評価方法と評価システムの確立を目指し、従来のスケ

ジュールや評価対象の事務事業件数を見直し、外部評価については施策評価を重点に政策評

価を実施する。 

 

 

２ 平成 22 年度の取り組み 

(１) 事務事業評価 

継続事務事業及び 23 年度新たに実施予定の事務事業を対象とする。なお、継続事務事

業については、扶助費的経費、維持管理経費、投資的経費を除く事務事業（過去の事務

事業評価の中で見直しが必要と考えられる事業を除く）を基本として実施する。 

①  客観的評価方法の検討 

    当市が目指している、「妥当性」「有効性」「効率性」「公平性」の観点から、客観的な

評価を目指し、評価基準の統一化に努める。 

   ② 指標の有効性の向上 

    市民への説明の観点から、指標の明確化と信頼性を目的に、ヒアリングを重視して事

業内容の把握を行い評価方法の向上に努める。 

   ③ 市民への情報提供の充実 

    市民への適切な情報提供を行うため、情報提供の時期や方法を検討する。なお、外部

評価委員会についても公開する。 
 

(２) 外部評価 

事務事業等評価の客観性を確保し、効率的な行政運営を図るため、外部評価委員会によ

る評価を実施する。また、評価システムへの提言を求める。 
 

(3) 補助金・交付金の評価 

補助金等交付基準に基づき、見直し年次に該当する補助金等、また、新たに制度化する

補助金等について評価を行う。 
 

 (４) 施策評価 

「政策評価を活用した施策・事務事業の選択、重点化」を図るため、平成２１年度の一

部実施結果を踏まえ、施策評価の手法の見直しを行い、活用化に努める。 

 

 

３ 平成２２年度の実施体制 
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《自己評価》 ヒアリングの実施 

《評価案の作成》

《内部評価の決定》 



４ 事務事業等評価の実施方法 

 (１) 事務事業評価 

① 継続事務事業（事後評価） 

《評価対象》 

平成２１年度に実施済みで、平成２２年度にも予算化された事務事業のうち、内部

評価委員会で決定した事務事業を対象とする。ただし、平成２１年度末までに廃止及

び統合された事業、平成２２年度に初めて予算化された事業は対象外とする。 

内部評価委員会で対象事業を決定後、各担当部局へ通知する。 

《評価の方法》 

ア 平成２１年度の実施結果を妥当性、有効性、効率性、公平性の観点で自己評価

をする。 

イ 民間活力の活用性評価を行う。 

ウ ア、イ及び法律の義務付けを踏まえ総合的に自己評価を行う。 

《使用調書》 継続用（別紙１）、補助金付表（別紙２） 

② 新規事務事業 

《評価対象》 

平成２３年度に新たに実施を予定している事業を対象とする。 

《評価の方法》 

ア 妥当性、有効性、効率性、公平性及び緊急性の観点で自己評価する。 

イ 民間活力の活用性評価を行う。 

ウ ア、イ及び法律の義務付けを踏まえ総合的に自己評価を行う。 

《使用調書》 新規用（別紙 5）、補助金付表（別紙 6） 

 

(２) 補助金・交付金 

《評価対象》 

補助金等交付基準による補助金等の分類の見直し年次３による 42 件及び新たに制

度化する補助金等を対象とする。 

《評価の方法》 

現行補助金 

①交付基準を踏まえ、公益性、必要性、効果性、適格性の観点で自己評価する。 

②見直し基準に定めるところにより総合評価をする。 

新規補助金については、評価項目ごとにその適否を判断し、総合的に自己判定を行

う。 

《使用調書》 現行補助金（別紙３）、新規補助金（別紙 7）、補助金付表（別紙２・6） 

 

(３) 施策評価 

《評価対象》 

平成２１年度に実施し、平成２２年度も予算化されている施策の中から内部評価委

員会が選定した施策について、評価調書（案）を作成し各担当部局へ提示する。 

《評価の方法》 

ア 平成２１年度の実施結果に基づき、施策を構成している各事業について、施策へ

の貢献度、優先度等の評価を行う。 

イ 現状、課題の把握を行い、施策の実現に向けての改善の検討等を行い、総合評価

を行う。 

《使用調書》 施策評価調書（別紙４） 

 

 

 

 

 



５ 評価調書の提出方法等 
 

 (1) 実施要領、様式等はライブラリー（部門別フォルダー☞市役所☞企画財政部☞改革推進

課）に掲載する。各担当部局はダウンロードして作成し、提出する。 

(2) 調書は、メールで提出する。 

  ○事務事業及び補助金等は、各課でまとめて提出 

    提出期限 ： 継続事務事業及び現行補助金  ５月下旬まで 

新規事務事業及び新規補助金  9 月中旬まで 

 (３) 施策評価調書については、担当代表課で調整のうえメールで提出する。 

 

 

６ 評価結果の活用 
 

事務事業担当部局においては、内部評価及び外部評価の結果を基に平成２３年度の予算編

成を行うとともに、事務事業の改革・改善の具体的検討や実施に努める。 

 

 

７ 評価結果の公表 
 

  北広島市ホームページに掲載するとともに、市役所、各出張所等の情報コーナーにも備え

置く。 

 

 

 


